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第３回 京都市財政改革有識者会議 議事録 

 

◆日時 平成２２年４月１４日（水）午前１０時～正午 

◆場所 本能寺文化会館 ホール 

◆委員（五十音順・敬称略，◎…座長，○…副座長） 

出席委員 ７名 

安保 千秋  弁護士 

位髙 光司  日新電機㈱取締役会長，京都経営者協会会長，京都商工会議所常議員 

◎伊多波 良雄 同志社大学経済学部教授 

西村 英二  連合京都事務局長 

野間 光輪子 ＮＨＫ経営委員会委員 

松山 大耕  妙心寺塔頭退蔵院副住職，未来の担い手・若者会議Ｕ３５議長 

横井 康   公認会計士 

欠席委員 ２名 

○秋月 謙吾  京都大学公共政策大学院・法学研究科教授 

平井 誠一  ㈱西利代表取締役専務，京都市未来まちづくり 100 人委員会代表幹事 

 

１ 開会 

髙城財政部長 

 

 

 

 

 

委員の先生方，おはようございます。 

 定刻となりましたので，ただ今から第３回の京都市財政改革有識者会

議を開催いたします。委員の先生方，年度初めで何かとお忙しい中，御

出席を賜りまして，誠にありがとうございます。 

 それでは開会に当たりまして，由木文彦京都市副市長から一言ごあい

さつを申し上げます。 

 

２ 副市長挨拶 

由木副市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 おはようございます。 

 本日は，本当にお忙しい中お集まりいただきまして，ありがとうござ

います。 

 前回の会議からちょっと間があいてしまいましたので，一言だけ冒頭

にお礼とそれからごあいさつを申し上げたいと思います。前回，前々回

の年末年始を挟みまして，大変お忙しい中にお集まりをいただいて，御

議論をいただきました。それから，予算等の作業がございました関係で

少し間をあいて，ちょっと時間がたっての開催になってしまいました。

その点について，おわびを申し上げたいと思います。 

 その間，22年度の予算，これは300億以上の財源不足が見込まれる中

で，大変苦労した予算編成でございました。その中では，抜本的なここ

で議論していただいております財政の改革の前の予算でございますの
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髙城財政部長 

で，市民サービスの水準を可能な限り維持するというような観点から，

公債償還基金を取り崩すという，特別の財源対策なども講じまして，予

算を編成いたしました。さらに，市バス・地下鉄の資金不足比率が財政

健全化法の比率を超えてしまい，経営健全化計画をつくらなければなら

ない状況になりましたので，この健全化計画についても原案を策定し

て，議会で御審議をいただいて御議決をいただいたところでございま

す。 

 そういった状況の中で，国においても，特に中長期の財政運営につい

てのあり方の検討会議というものが設けられて，検討が始まったという

ことのようでございます。特にその中で，国と地方を通じた全体の公債

の残高について，どう管理をしていくのかという議論が行われるという

ことのようでございまして，私ども地方といたしましても，大変重大な

関心を持って見守らなければいけないような会議になっているようでご

ざいます。本日はそういった情報も少し御紹介をさせていただきなが

ら，今後，本市の財政構造を，将来の税収がなかなか伸びない，人口も

伸びないという状況の中で，できるだけ足腰の強いものに改革をしてい

くということでの御検討を，ぜひ皆さんにお願いをしたいというふうに

思います。 

 本日からは，前回までの総論的な議論から，それぞれの課題別の各論

の議論をしていただくようにお願いをいたしております。本日は，特に

受益者負担の問題とか公共投資のあり方，公債費の問題について，主に

御議論をぜひいただきたいと思っております。忌憚のない御意見をいた

だきますように，どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

ありがとうございました。 

 なお，本日の会議でございますけれども，秋月副座長，平井委員にお

かれましては，所用のため御欠席でございます。 

 それでは，会議の進行につきまして，座長，どうぞよろしくお願いを

いたします。 

 

３ 議題 

伊多波座長 

 

 

 

 

 

髙城財政部長 

 おはようございます。それでは，早速，審議のほうに入っていきたい

と思います。 

 前回，論点メモ案として５つの論点など整理をしましたが，今回，加

筆・修正を行いましたものを配っております。事務局のほうから御説明

をお願いいたします。 

 

それでは，論点メモを加筆・修正を行いましたので，簡単に御説明を
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伊多波座長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別府財政課長 

 

 

 

 

申し上げます。 

 前回の御議論を踏まえまして，変更いたしました部分について，お手

元に配付しておりますように，下線を施してございます。まず，１現状

認識と議論の進め方につきましては，４番目，「市税や地方交付税等の

歳入の確保についての検討を行う」，これに当たりましては，「京都府

と京都市との財政面での関係についても検討する」と，この一文を加え

させていただいております。また，５番目でございますけれども，「抜

本的な改革の効果が収支に現われるまでの間，市民サービスの水準を可

能な限り維持するためにも，恒常的な財源不足に対応するための特別の

財源対策を検討する」ことにつきましては，「内部経費の節減努力を重

ねつつ」という一文を挿入をさせていただいております。６番目に，

「市財政全体の特徴を踏まえて，論点ごとに焦点を絞った点検を行う」

という一文をつけ加えさせていただきました。 

 ２にまいりまして，有識者会議での現時点における論点でございます

が，下から３つ目のマーキングがありますけれども，「公有財産の最適

管理についての検討を行う」という検討文を１つ追加をさせていただき

ました。また，一番最後でございますが，「税収増のための根本的な対

策，国・京都府との財政面の関係についての検討」，この一文について

も論点に加えさせていただいております。 

 論点メモにつきまして，全体の議論を踏まえて加筆・修正を行いまし

た部分については，以上のとおりでございます。 

 

 ただ今の御説明につきまして，何か御質問・御意見などございました

ら，伺いたいと思います。 

 ないでしょうか。また，審議の途中で何か，特にこれはというのがあ

れば，追加する可能性はあるわけですね。 

 ということですので，一応，本日はこのとおり承ったということにさ

せていただきたいと思います。 

 それでは，本日の議題のほうに入りたいと思います。議題は，低成長

少子化高齢化時代，地域主権時代の受益者負担や公共投資のあり方の点

検・検討でございます。事務局のほうで資料を用意していただいており

ますので，御説明をお願いいたします。 

 

 失礼いたします。 

 それでは資料の順に沿って御説明を申し上げたいと存じます。 

 まず，１点目として，これは参考資料の報告でございますけれども，

一般会計歳入歳出総額及び公債発行額の推移と，横版のグラフの資料で

ございます。これは，先ほど副市長からごあいさつを申し上げました国
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の財政健全化の動きでございます。このグラフが表しておりますのは，

左肩にございますとおり，国の公債依存度，一般会計のプライマリーバ

ランス，いずれも当初予算ベースで過去最悪となり，また，グラフの右

のほうに吹き出しがございますけれども，税収が公債発行額を昭和21年

以来下回ったというような，国全体の大きな財政悪化の状況から，中長

期の財政面に関する検討が進められているところでございます。 

 おめくりをいただきますと，論点のポイントが記載をされてございま

す。大きくは２点でございます。Ⅱにございますとおり，財政運営戦略

を立てていくということでございます。目標としては，フローとストッ

ク両方の目標を設定する。フローにつきましては，いわゆるプライマリ

ーバランスでございます。ストック，これは公的債務残高をどの程度に

抑制をしていくのか。この両方の目標を設定いたしまして，その裏面に

ございますけれども，目標達成のための財政運営ルールを確立していこ

うという動きでございます。例えば，②にございますペイ・アズ・ユ

ー・ゴー原則ということで，恒久的な歳出増あるいは減税等を行う場合

は，恒久的な歳出削減を行っていく。あるいは③にございますとおり，

財政赤字縮減のルールをつくっていくという全体戦略でございます。あ

わせて，Ⅲにございますとおり，中期の財政フレーム，これは歳出の大

枠について拘束力を持つ，向こう３年間の財政フレームをつくっていっ

てはどうかと，こういった動きが出てきてございます。国・地方合わせ

た公的債務残高をどう適正化していくかということでございますので，

地方，もちろん京都市にも大きな影響が出てくる事案になろうかと思っ

てございます。 

 以降は論点の詳細を添付しておりますので，ここでは説明を割愛させ

ていただきます。 

 次に，横版の資料で，議論のポイント，公共投資のあり方というレジ

ュメを入れさせていただいております。本日，御議論いただくに当たり

まして，背景としては時代の変化をどうとらえるのかと，あるいは公共

投資の規模，分野別の課題，意思決定のあり方などについて御議論をい

ただければと思ってございます。 

 本体の資料でございます。まず，１ページ以降でございますが，長期

スパンで見ましたこれまでの本市の公共投資の状況について，一連の資

料をおつけしております。このグラフは昭和60年以降の公共投資の状況

でございます。平成４年から８年あたりをピークといたしまして，現在

は右端の平成20年，吹き出しがございますが，ピーク時の４割程度の規

模に縮減をしているところでございます。 

 おめくりをいただきまして，２ページは，ただ今御覧をいただきまし

たグラフの計数編でございます。このページの一番右下に，この四半世
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紀の投資総額４兆2,650億円。大きなところでは，普通会計それから下水

道，高速鉄道などが大きな投資となってございます。 

 次の３ページ，普通会計，いわゆる一般行政部門の投資のこの10年間

の中身でございます。御覧をいただきましたような分野別の公共投資の

規模でございまして，分野としては，土木費が57％程度を占めてきたと

いう状況になってございます。 

 次の４ページが，市民１人当たりの投資的経費の推移。指定都市との

人口１人当たりの規模の比較でございます。平成10年当時，点線の他都

市に比べまして，８割程度の規模で本市は実施をしてきたわけですけれ

ども，他都市，本市とも縮減傾向でございまして，他都市との比較とい

う点でいけば，近年ほぼ同規模の推移でございます。 

 ５ページ以降が，公共投資の財政負担に関する資料でございます。図

をつけてございます。22年度の一般会計予算を例にとりますと，投資的

経費717億の財源内訳として，当該年度の財源負担は図の一番右側85億

円，１割程度でございます。一方，網かけの地方債の発行，５割程度の

368億円の地方債を発行しております。この部分については，後年度の市

債の償還，公債費としての財政負担が発生してくるわけでございます。 

 ６ページをお開きいただきますと，公共投資の後年度の財政負担とな

ります市債の残高のグラフでございます。一般会計につきましては，中

ほどに9,800億から9,700億程度，この間ほぼ横ばいの状況でございます

が，長期スパンで見ますと，平成元年度，一番左端にございますけれど

も，当時の規模からすると，残高は倍ほどになっているという状況でご

ざいます。残高が大きくなりますと，当然のことではありますが，公債

の償還費用についても，平成元年度と20年度では規模が少し違うという

状況でございます。 

 こうしたことから，公共投資の財政負担を考える際に，７ページに表

をつけておりますけれども，市債の発行をどの程度の規模にするのかと

いうことが後年度負担に大きく関わってまいります。13年度から22年度

まで，累計を記載しておりますが，平均おおむね576億程度の発行という

ことでございました。今後の発行規模をどの程度見込んでいくのかとい

うことが一つ大きな争点でございます。 

 少し飛びますが，９ページを御覧いただきまして，ここからが公共投

資を考えるに当たっての市民意識や社会状況に関する資料でございま

す。この資料は，基本計画を策定するに当たりまして実施したアンケー

トの結果でございます。京都市が今後どのような分野の施策に力を入れ

ていくべきかということでございます。特徴的なことは３点。健康や高

齢者などはグラフが２つございますが，平成９年度それから平成20年

度，黒いほうが平成20年でございますけれども，いずれも優先度が高く
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なっております。それから，少しあけまして，子育てや学校教育につい

ては，平成９年と20年を比べて，上昇をしている分野でございます。逆

に，下のほうですけれども，都市整備・再開発，交通道路，環境，町の

美化などは，このアンケートでは優先順位が低下をしてきているという

状況になってございます。 

 資料をお届けした際に，伊多波座長のほうから，属性などもわかれば

という御提案をいただいておりましたので，ただ今申し上げました特徴

事項について少し触れさせていただきます。 

 まず，前回も今回も優先順位が高いとされている健康や高齢者福祉で

すけれども，健康あるいは安全について，男女の属性差は少なく，年齢

階層を見ますと，年齢が高くなればなるほど優先度が高いというこのア

ンケート結果は出てございます。また，高齢者福祉につきましては，男

性が45.2ポイントであるのに対して女性が52ポイントと，男女の属性差

が少し出てございます。この高齢者福祉の分野も，年齢階層が高くなる

につれ，優先順位が高いという結果になってございます。子育て・学校

教育につきましては，特に子育ては30代のポイントが非常に高く，ま

た，男女比較でも，男性21ポイントに対し女性27ポイントといった属性

の違いがあるようでございます。そのほかの分野につきましては，属性

における大きな特徴というのは余りなかったところでございます。あわ

せて御報告申し上げました。 

 10ページは，国の公共投資事業の予算の推移，11ページから12ページ

にかけましては，国の一括交付金の動きでございます。12ページの上か

ら２行にございますけれども，国から地方へのひもつき補助金を廃止を

して，基本的に地方が自由に使える一括交付金に移しかえていくという

現時点での国の方向性がございます。 

 13ページ以降は，人口に関する資料でございます。例えば，13ページ

を御覧いただきますと，平成22年度146万7,000人から，研究所の資料に

よれば，10年後の平成32年には142万3,000人と，３％程度の人口減少が

見通されているところでございます。 

 少し飛びますが，15ページでございます。年齢階層別でございます。

同じく，例えば一番上の生産年齢人口を御覧いただきますと，平成22年

度65.4ポイントから，平成32年度10年後には3.4ポイント程度の低下，減

少比率にいたしますと５％程度生産年齢人口は減少予測でございます。

逆に老齢人口は，御覧をいただいたような増加予測となってございま

す。 

 少し飛びまして，17ページが，日本の実質ＧＤＰ，いわゆる低成長時

代に関する資料でございます。先ほど御紹介申し上げました国の検討会

においては，我が国の潜在的な経済成長能力は１％程度ではないかとい
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うような議論も展開されているところでございます。 

 18ページのグラフは，何度か御覧いただいたグラフでございます。折

れ線グラフの一番下，本市の市税収入は，かつての右肩上がりから既に

横ばい傾向になってきているところでございます。一方，義務的経費に

ついては，増加が続いているという状況になってございます。 

 19ページ以降は，各分野ごとの課題を御検討いただくに当たりまし

て，それぞれの分野の所管局において，この間10年間の施設整備の評価

と今後の考え方をまとめた資料でございます。幾つか抜粋して，御紹介

申し上げます。 

 まず，少し飛びますが，23ページをお開きをいただけたらと存じま

す。スポーツ施設についてのこの間の評価と今後の展開でございます。

上から数行にございますように，アクアリーナや東山・右京の地域体育

館，あるいは既存施設の転用など実施をいたしまして，ゴシックで掲げ

ておりますが，計画の施策目標は一定実現をできた状況でございます。

今後の方向性ですけれども，既存施設の経年劣化への対応，あるいは下

から２行目にございますが，京都府との適切な役割分担，民間企業との

連携，一層の有効活用などが課題でございます。 

 少し飛びまして，27ページを御覧いただきたいと思います。児童福祉

の関係の児童館整備でございます。27ページの上の箱のゴシック体です

けれども，130館の児童館の整備完了によりまして，おおむね児童の生活

圏エリアの設置は完了したところでございます。今後の方向性でござい

ますけれども，２段落目の「また」以下にございますけれども，学童ク

ラブ事業においては，今なお待機児童や定員を超える大規模なクラブが

存在しているという実態もございます。こういったことから，分室の整

備や施設改修のほか，余裕教室や図書室などの学校施設などの活用な

ど，ソフト事業の組み合わせも課題でございます。 

 28ページは保育園でございます。保育園につきましては，ゴシックで

ございますが，共働き世帯の増加などにより，入所児童は増加している

状況でございます。特に，新たな住宅建設などの影響がありますと，一

部の地域で待機児童が発生するといった状況がございます。こういった

ことから，１行あけて下にございますが，新たに保育所を整備するとと

もに，既存保育所の定員の調整などの弾力的な運用，きめ細やかな対応

が課題となっているところでございます。 

 30ページは，高齢者福祉でございます。国のゴールドプランや介護保

険事業の展開にあわせて整備を進めてまいりました。30ページの一番下

に，累積の整備施設の表を記載しております。特別養護老人ホームほ

か，表の右端にございます達成率はおおむね良好な状況でございます

が，31ページにございますとおり，２行目・３行目に記載がございます
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が，今後も高齢者の増加あるいは要支援・要介護認定者が1.2倍程度にふ

えるという予測もございますので，今後もニーズが高いところでござい

ます。この分野では，在宅施設と入所施設との組み合わせなどが課題と

なってきているところでございます。 

 32ページは，市営住宅の整備でございます。１行目にございますよう

に，昭和40年代の大量供給時代に建設いたしました市営住宅の維持・更

新が課題でございます。 

 33ページは，道路，街路，公園等の土木関係事業でございます。１行

目にございますとおり，この間主に幹線道路などの整備が遅れていると

いうことから，道路整備に重点を置いて整備を行ってきたところでござ

います。国道162号や御池通の整備，無電柱化などの整備を進めてまいり

ました。しかしながら，ゴシックにございますとおり，道路改良率ある

いは都市計画道路の整備率などは，現時点においても政令市を下回る状

況でございます。今後の対応ですが，ゴシックでありますとおり，従来

の対処療法型から，アセットマネジメントの手法を導入しました予防保

全型への転換ということも方向性として考えられているところでござい

ます。特に，平成19年であったかと思いますが，米国のミネアポリスで

の橋梁の落下事故などもございましたので，この間整備した社会資本を

どうやって適正管理をしていくかということが課題でございます。ま

た，あわせて，財政状況が厳しい中で，必要な公共投資については選択

と集中で実施をしていくということとしてございます。 

 34ページは，地下鉄の建設について，ゴシック体でございますが，大

きな整備は一たん一段落の状況でございますが，烏丸線が開業29年とい

うことで，今後改築予定等が，設備の更新などの必要が出てまいりま

す。 

 35ページは，上下水道でございます。３段落目にございますが，水

道・下水道は平成20年度末で普及率がともに99％という整備になってご

ざいます。36ページをおめくりいただきますと，そういった中で，今後

の課題といたしましては，老朽施設の問題，それから「また」以下にご

ざいますが，水需要が減少する中で，施設規模の適正化をどう図るの

か，あるいは浸水対策に対する安全，鉛製給水管の解消，合流式下水道

の改善などが課題でございます。 

 37ページの学校施設につきましては，下の箱のほうを御覧いただきた

いんですけれども，学校の耐震化をこの間優先してまいりましたので，

改築事業は14年以降一旦休止の状況でございます。耐震化が完了めどが

立ってまいりましたので，今後，こういった事業が出てくると，課題が

あるところでございます。 

 38ページでございます。アセットマネジメントの資料ということで，
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本市の市有建物の延べ床面積の累計をグラフでお示しをしております。

面になっているところが累計面積でございます。左肩にございます2010

年度時点で建築30年以上を経過する建物，いわゆる大規模改修が必要に

なってくる時期かと思いますけれども，おおむね２割程度が今この年次

に当たってきてございます。今後，この右の大きな面積が順次30年を迎

えてくるという課題があるところでございます。 

 39ページ以降が，受益者負担に関する資料でございます。基本的な考

え方は，記載のとおり，公共サービスにつきましては，税金を財源とし

て実施するということが基本でございますけれども，サービスにより，

利益を受ける特定の方々から受益の範囲内で使用料等をいただいてござ

います。会計と受益の負担の考え方を記載してございますけれども，こ

のページの一番下でございます。受益者負担を求めている事業等とし

て，使用料・手数料・分担金・負担金などがございます。この中で，分

担金・負担金につきましては，例えば保育所の負担金でありますとか，

高齢者福祉の負担金などでございます。この分野は，負担と給付のあり

方，あるいは社会福祉関係全体とかかわりますので，そのテーマの際に

御議論いただけたらと思ってございます。本日は，42ページから43ペー

ジにかけまして，施設使用料に関する資料，基本的な考え方と現在の受

益者負担割合の実績，44ページ以降に，手数料の内容の資料をおつけさ

せていただきました。 

 非常に雑駁でございましたけれども，資料について御説明を申し上げ

ました。 

 

 それでは，それ以外に委員の方々から，安保委員，野間委員，松山委

員，横井委員から，事務局に対して資料の依頼がありますので，その資

料につきまして，事務局のほうから御説明をお願いします。 

 

 引き続きまして，失礼いたします。 

 各委員の皆様から御依頼を頂戴いたしまして，関連資料を今日，提出

させていただいておりますので，御報告申し上げます。 

 まずは，京都市公共事業コスト構造改善プログラムについてというこ

とでございます。安保委員からの御依頼で作成したものでございます。

公共投資のあり方を議論する前提として，公共事業のコスト縮減の取り

組みは，ということでございました。本市におきましては，平成10年３

月に行動計画を策定いたしまして，公共工事のコスト縮減を推進してま

いりました。現在では，平成20年にお手元の構造改善プログラムを策定

いたしまして，コストの縮減と品質の向上ということを目指していると

ころでございます。プログラムの特徴として，２のところの３つ目の項
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目ですけれども，平成20年度から５年間で15％の総合コスト改善を目指

しているところでございます。取り組みとしては，下の表にございます

とおり，スピードアップや施工の最適化，維持管理，調達，環境負荷な

どでございます。 

 おめくりをいただきますと，20年度実績の効果がございます。改善イ

メージの図にありますとおり，改善に取り組まなかった場合の総工事費

と改善後の工事費，20年度実績では，26億円程度の効果ということにな

ってございます。 

 それから，次のページは，先ほど市有建築物の状況の資料を御覧いた

だきましたけれども，もう少し詳細をということでございます。１つは

まず，学校建物につきましては，御覧をいただいたような面積で，30年

経過は51％でございます。それから，市営住宅につきましての建築年次

ごとの戸数，耐火・簡易耐火・木造別のグラフを提出させていただきま

した。 

 次に，横版の資料でございます。債務負担行為を設定している主な投

資的事業という資料をおつけしております。野間委員からの御依頼で，

今後の公共投資を考えていくに当たって，既に予定されているものをと

いうことでございました。ここでは，既に契約済みのもの，あるいは22

年度中に契約予定の長期事業を掲げてございます。表の中ほどの当該年

度以降の支出予定額の欄に期間と金額が掲載されております。表の下に

その総計を起こしております。差し引き23年度以降，御覧をいただいた

ような事業で事業費ベースでは419億円，財源といたしましては，市債の

発行予定が112億7,000万円，一般財源が169億円程度と見込んでいるとこ

ろでございます。 

 次の資料でございます。行政区と人口についてという資料でございま

す。各行政区と人口規模の関係について，この有識者会議でも何度か話

題になりましたので，計数でもう一度改めて確認ということでございま

す。京都市の１行政区当たりの人口は，最近政令市に移行してこられま

した比較的人口規模の少ない都市を除きますと，１区当たりの人口規模

が少ないという形となってございます。本日の議題であります公共投資

の観点でいきますと，例えば行政区単位で設置されている施設などにつ

いての施設配置はどうなのかといったこともあろうかと思います。主に

行政区単位で設置をしておりますのは，区役所，消防署などのいわゆる

行政施設や，そのほかには老人福祉センターなどが各行政区ごとに配置

をしている状況でございます。先ほど分野別で御覧をいただきました文

化施設や体育施設などは，どちらかというと方面別を中心になってござ

います。 

 次におめくりをいただきまして，政令指定都市におけます財政諸計数
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のランキングづけをしてみました，その推移でございます。財政状況の

好転をしたところなどに何かヒントがあるのではないかということで，

御提案いただいたところでございます。資料といたしましては，まずは

財政の硬直度を示します経常収支比率が，５年ごとの長期スパンで増減

があった都市を探してみたところでございます。御覧をいただいたよう

に，福岡市，北九州市が少し特徴的な動きをしてございます。この財政

の硬直度にかかわりそうな計数を幾つか追いかけてみました。まず，財

政力指数，下の段でございますが，主に税収の力を示す指数でございま

すけれども，２都市のこの間の経年は，箱書きのような形で推移でござ

います。おおむね横に動いているかと思います。次のページでございま

す。市民１人当たりの市債残高，公債の償還にかかわる計数でございま

す。ここでは，北九州市は平成５年，10年あたりに残高が相対的に他都

市に比べて減少しておりますので，公債償還の費用は軽くなったのでは

ないかと推測されるところでございます。福岡市は御覧のような動きで

す。両市とは関係ございませんけれども，特徴的な動きとしては，神戸

市が平成15年から20年にかけて，残高を大きく減少しておられます。次

に，義務的経費のもう一つの大きな要素の扶助費の動きでございます。

両市の動きは御覧をいただいたような，福岡市は横ばい，北九州市はや

や上昇傾向でございます。そして，もう一つの義務的経費の大きな要

素，人件費についても，両市の動きは御覧をいただいたような状況とな

ってございます。資料の中で，神戸市の市債残高の動き，少し特徴的な

動きをしておりましたので，神戸市のＩＲ資料から，神戸の市債残高管

理の資料を添付させていただいております。特に，震災関連での起債の

償還の縮減などに努めておられるほか，その他の市債についても残高の

縮減に努めておられる様子がわかろうかと思います。 

 次に，横井委員からの御依頼の資料についてでございます。プライマ

リーバランス等との関係でございます。まず，２ページを御覧いただき

まして，プライマリーバランスについての図式でございます。図の右側

にございますように，市債収入と公債費を除く歳入歳出，市税等で公債

費を除く歳出を賄えているかどうか。右は赤字の事例でございます。左

側はプライマリーバランスが均衡，市税等の収入によって公債費以外の

歳出を賄っている。逆に言いますと，市債収入と公債の償還がイコール

である状況でございます。 

 ３ページは京都市のこのプライマリーバランスの状況。一般会計で見

ますと，この間黒字基調でございます。 

 ４ページは，プライマリーバランスと市債残高。プライマリーバラン

スはフロー，市債残高はストックでございますけれども，その関係でご

ざいます。４ページの図では，市税収入などの歳入で，公債費以外の経
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費を賄うことができておりますので，プライマリーバランスは黒字でご

ざいますが，市債収入，新たな市債の発行と公債費の元金，市債の返済

額を比べますと，市債収入のほうが大きいため，残高は増加をしていく

ということになろうかと思います。 

 そこで，５ページでございますけれども，市債残高を減少させるため

の手法として，新規の市債発行額を元金償還の範囲以内にとどめること

ができれば，市債残高は減少するということになってこようかと思いま

す。つまるところ，ストックの目標であります市債残高の減少を行うた

めの手法として，プライマリーバランスを活用してはという案でござい

ます。こういった方式をいわゆる元金ベースのプライマリーバランスと

いい，幾つかの都市で採用しておりまして，横浜方式ですとか何々方式

などとされてございます。図を御覧いただきましたとおり，市債収入を

元金償還の範囲以内におさめることができれば，残高は減少でございま

す。 

 そこで，この元金と市債発行で京都市の状況を比べた資料が６ページ

でございまして，表のＡとＢを御覧いただきますと，この間発行額のほ

うがやや上回っているという基調で続いてございます。矢印の「今後」

というところにございますけれども，当面元金償還は毎年550億から600

億程度と私どもは見込んでおりますので，市債発行をこの範囲以内にと

どめれば，残高は増加はしないということになってまいります。 

 ７ページを御覧いただきますと，では，そのストックの目標でありま

す市債残高の目標をどの程度に置くかということでございます。２つ目

のポツにございますとおり，現在市税収入の４倍の残高でございます。

その次にございますが，国ではＧＤＰ比較での公債残高ということを目

標設定しておられますが，地方ではなかなか難しい部分もございまし

て，実質公債費比率ということが一般的には使われております。 

 ８ページを御覧いただきますと，矢印で京都市の実質公債費比率12％

と。これは健全な水準でございますが，その次にございますように，生

産年齢人口の減少見込みを先ほど御覧いただきました。この10年間で3.4

ポイント，62％まで下がりました場合，５％程度生産年齢人口が減って

まいりますので，仮に生産年齢人口１人が抱える市債の残高を増やさな

いようにするのであれば，残高を５％程度減らしていく。そのことによ

って，稼働世帯の方がお１人当たりの残高をイーブンにするということ

でございます。そういったことを目指せば，８ページの一番下の行にご

ざいますけれども，残高の500億の縮減，毎年の発行額を500億程度に抑

制ということになってまいります。一つの目安ということになろうかと

思います。 

 おめくりいただきまして，９ページから10ページが金利に関する状況
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でございます。本市の市債発行金利は，右の箱書きの中にございますと

おり，59年7.4％から順次利率が落ちてまいりまして，直近では1.5％の

金利で市債を発行しております。下から３行目の「かつて」というとこ

ろにございますけれども，高い金利で昭和の時代あるいは平成の初期に

発行した地方債も，借り換えの都度，その時点の低金利に移しかえをし

ておりますので，現在の平均利回り，約１兆円の平均利回りは1.75％に

なってございます。10ページは金利上昇時のリスクでございます。一番

下でございますけれども，仮に今後10年間の平均金利が２％上昇いたし

ますと，残高が１兆円のままであれば，毎年の利子負担が200億円程度ふ

えるということになってまいります。金利上昇時の利子負担リスクを軽

減するということを考えれば，残高をできるだけ減少させておくという

ことも一つ課題になってまいります。 

 次に，11ページ以降が，今後の社会資本整備を考える上での社会の変

化をどうとらえるかという視点でございます。社会資本整備は長期的な

視点に立って行うものですので，人口動態等の状況予測が非常に重要に

なってこようかと思います。13ページには，京都府下の車両保有台数の

推移のグラフをおつけいたしました。この間，保有台数は減少傾向でご

ざいます。14ページには，道路のアセットマネジメントの資料をおつけ

いたしました。１つ目では，道路の補修件数が17年度・20年度にかけて

２倍になっているということ，あるいはその次では，橋梁につきまし

て，20年後に供用開始50年を経過するものは全体の４分の３程度あると

いう状況がございます。 

 次に，16ページ以降が，公共投資の今後の転換を図る上で，どういっ

た考え方に立つのかということでございます。16ページでは，市債残高

との関係を考えますと，「よって」のところにございますが，「総事業

費を抑制した中で，どのように必要な投資を選択していくのか」という

課題になってこようかと思います。そういった前提で，17ページ以降で

ございます。現在の公共投資事業の予算編成手法でございます。事前評

価を行い，国庫補助の採択要望などを行いつつ，予算編成過程に入って

まいるわけですけれども，ひし形で大きく３つございます。主として事

業所管局に配分をいたしました予算の枠内で編成をしていくもの，これ

が私どもはいわゆる局配分枠と申し上げておりますけれども，主に中長

期計画に基づく年次計画分や国庫補助採択見込みを重視して予算を編成

しております。次に，政策経費として，個々１件ごとに，施工内容など

も含めて査定をしているもの，これは未来まちづくりプランの掲載事業

や新規事業などが中心でございます。それから，公営企業の予算につき

ましては，公営企業が企業経営の観点から，主体性を発揮して編成をし

ておりますが，ここでは主に５カ年計画などを重視して編成をしている
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ところでございます。18ページに，22年度予算における公共投資の転換

に関する資料を記載をしておりますけれども，18ページの一番下に箱書

きで記載をしておりますが，現在の公共投資の予算編成においては，中

長期計画もかなり重視して編成をしてきているところでございますけれ

ども，投資分野の転換あるいは内容の転換を行うために，こういった中

長期計画と予算編成あるいは公共投資全体の考え方についても議論の必

要が生じてくるのではないかという関連資料でございます。 

 少し時間いただきましたけれども，御依頼をいただきました資料の説

明については以上でございます。 

 

 今日御欠席の委員の方からの何か資料はございませんか。ありました

らお願いします。 

 

 今日御欠席の平井委員でございますけれども，特別に資料の依頼とい

うようなことはございませんでしたが，本日の会議の中で御発言を予定

をされていたものがございます。そのことについて，私どもに情報を提

供していただきまして，事務局から申してほしいということでございま

すので，ここで私どもから平井委員の御意見を御紹介させていただきま

す。 

 まずは，施設の運営あるいは特別会計や公営企業会計，これらの運営

については，行政であるから赤字でよいということではなくて，減価償

却費も含めて，収支を均衡できるような経営をきちんと目指すべきであ

る。そのためには，公共部門であるからこそできる高付加価値のサービ

スを提供して，サービスに見合う収入を確保するという考え方が極めて

重要であるとの御意見でございます。受益者負担という考え方よりも，

むしろ独立した経営を目指すということ，また高付加価値のサービスを

提供して，サービスに見合う料金設定や利用者の増加によって，一般財

源，すなわち税金を必要としない自立した経営を目指すという視点が重

要である。そうした観点から，特別会計に対する一般会計からの財政支

援あるいは施設運営に当たっての市税等の投入額を抑制できると考える

ということで，主として，１つ目は，受益者負担の設定についてのお考

えを承りました。２つ目は，施設建設に当たっては，経営が成り立つよ

うな損益分岐点あるいは減価償却計画をもってしっかりと検討した上

で，施設を建設するかどうか，そういう軸となるような建設計画を立て

ることが必要であるといった，公共投資の事業採択に当たっての考え

方，以上２つの御意見を頂戴したところでございます。 

 

 ありがとうございました。 
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 それでは，資料を提示していただいた安保委員，野間委員，松山委

員，横井委員，今の事務局からの御説明がありましたけども，それでい

いのかどうか。それに対する御意見を含めまして，皆様方，ただ今の事

務局からの御説明に関しまして，御意見あるいは御質問などございまし

たら，承りたいと思いますので，よろしくお願いいたします。 

 それでは，最初に資料を提示された委員の方は，特に何か指摘を加え

ることはございませんでしょうか。 

 

 この公共事業のコストの件ですが，この15％総合コストの改善率とい

う15％という数字に関しての根拠があるのでしょうか。そのコストの考

え方として，15％減らすというのが何か根拠があっての数字なのか，そ

れか全体的にほかの削減と比例して，大体15％ぐらいを削減するという

目標を立てられているのか，そういう意味です。 

 

 この15％の意味ですね。事務局からお願いいたします。 

 

 15％設定の目標は，ちょっと今日は残念ながら資料を持ち合わせてお

りませんで恐縮でございます。総合コストの15％目標と申しますのは，

２ページに総合コスト改善率の考え方が米印でついております。コスト

の改善並びに，１ページ目の分野別取り組み１から５まで目標設定がご

ざいますけれども，環境ですとか，維持管理ですとか，そういったこと

まで含めて，総合コストというとらえ方をしているところでございま

す。コスト自体は20年度実績で見ますと，この26億円程度になりますの

で，７％から８％程度になろうかと思いますけれども，総合コストの

15％の根拠については，また改めて，提出させていただきたいと思いま

す。 

 

 それに関して，私も質問があるのですが，今，原材料費の市場価値が

かなり低下しております。そうすると，この15％というのが本来の経営

努力によって減少したものなのか，あるいは市場価格の減少によって発

生したものなのか，そのあたりの区分けについて，お教えいただきたい

というふうに思います。 

 

 詳細は資料提出ということでお願いしたいと思っております。例えば

ですけれども，取り組みの中に幾つか記載がございますが，これは上賀

茂のほうの電柱・電線の地中化の事例ですけれども，もともと事業者が

一部地中に持っておられた管，これまでは新たに新しい地下の管を全部

通して，古い事業者の桝やガスの配線に入れ直すということが基本のや
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り方でありましたが，空きの量等を再確認をし，またその地域の地中化

であれば，既存管を活用できるということで，新たに管をつくることな

く既存管をできるだけ活用すると，こういった手法の見直し等が主なカ

ウントの仕方でございます。詳細の設定の仕方については，また詳しい

ものは資料として提出させていただきたいと思います。考え方は，今申

し上げたようなことです。 

 

 ありがとうございます。 

 ほかの委員の方，いかがでしょうか。 

 そうしましたら，途中でも結構でございますので，何かお気づきの点

があれば，また御発言をお願いしたいと思います。 

 それでは，今事務局から御説明いただいたことに関しまして，御意

見・御質問を承りたいと思います。では，よろしくお願いします。 

 私，資料で確認したいことがありまして，横井委員からの依頼資料の

３ページ，プライマリーバランスの計算のところです。 

例えば，平成19年には歳入総額が6,774億で，市債収入が780億となっ

ています。しかし，京都市のホームページに決算カードという資料がご

ざいますが，それを見てみますと，地方債というのが777億5,300万にな

っております。それから，公債費に関しましても，これは性質別なの

か，目的別なのか，どちらなのかわかりませんが，いずれをとりまして

も，805億4,300万という数字はございません。この数字の，決算カード

の数字との差異の理由を教えていただけますか。 

 

 今回の資料は，一般会計のベースでつくらせていただいておりますの

で，普通会計との計数は少し，特別会計との出入りの関係で計数が違う

部分があろうかと思います。 

 

 こちらは一般会計で，この決算カードは普通会計ですか。 

 

 はい。 

 

 それと，このプライマリーバランスを計算するときは，いわゆる繰越

金というのを入れてないわけですよね。歳入と歳出というのは違うわけ

です。大きな違いは，歳出の中で繰越金がありますが，これをとってし

まった値が歳出金額になるわけですよね。ですから，普通，我々が考え

ている歳入と歳入が等しいという状況のもとで，プライマリーバランス

の計算を行いますが，そういう状況ではないので，少し普通の定義とは

違うということになります。そうすると，歳入総額から市債収入を引く
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のではなくて，本来の必要な歳出額と，それから自前の税と補助金を含

めた，その額との差額で計算したほうが本来のプライマリーバランスの

概念に合致する方法となりますが，いかがですか。 

 

 御指摘をいただきました，プライマリーバランスのとらえ方の計算方

法ですけれども，座長から御指摘いただきましたように，普通会計での

プライマリーバランス，今先生おっしゃっていただいたようなことが基

本的な考え方だと思います。また，最近ですと，例えば公会計というよ

うな中では，財政調整基金の出入りなども調整をしたり，幾つかやり方

はあるようでございます。今回の資料は，地方公共団体が一般的に予算

時・決算時等の発表で使っております簡易方式を使わせていただいてお

りますけれども，御指摘いただきました正確度の点では，いろんな手法

がございますので，どれをどう使っていくのかということは，課題とし

ては残ろうかと思います。今回，全体の動きを見る中では，比較的一般

的に使われている簡易方式を使わせていただきました。 

 

 ただ，余り経済学的に意味のないものを，ほかのところが使っている

から使うというやり方は，やっぱりちょっと考えたほうがいいんじゃな

いかなと思います。 

 それでは，御意見などをお願いいたします。 

 

 まずは，公共投資のあり方ということについてお話しします。 

 １点目は，資料５のアンケート調査報告書がありますが，京都が今後

力を入れるべき施策についてということでアンケートがありまして，先

ほど御説明いただいたように，高齢者福祉，健康，保険，医療，安全，

消防，防災というところが非常に高いということで出ているわけなんで

すけれども，これは，多分，生のアンケートをそのまま出しただけだと

思うんですね。それで，こうなってるんだと思います。何でこういう結

果になったかというと，多分高齢者の方がたくさん書いたからだと思い

ます。ですから，生のアンケート結果をそのまま出しただけでは京都市

民の総意としてこうなっているという誤解が生じてしまうと思うので，

せめて人口の割合で修正したものを出さなければ，多分この市民の意思

が曲がった方向で伝わってしまうのではないかと思いますので，加工が

必要なのではないかということが，まず１点です。 

 それから，公共投資に関しては，先ほどから税収がない中で，どうし

ようかということで，受益者負担ということと，それからどうやって税

収を増やすかということで御議論いただいていると思うんですけれど

も，まず，私が資料をお願いした，この行政区に関してということで
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す。これは全体として見ても，京都市というのは１行政区当たりの人口

が少ない。ほかの新しく行政区を持ったところと比べたら多いかもしれ

ませんが，昔からの大きな都市と比べれば，非常に少ない。細かい数字

は出ておりませんが，東山区が大体人口が４万人ちょっと，逆に伏見区

は二十三，四万人と，要は人口規模でいうと５倍ぐらいの差があるわけ

ですよね。だから合併という話にはならないと思いますが，５倍も差が

あるところで，同じ施設，同じサービス，そういったものを果たしてや

っていくべきなのか。そういうところで，もう少し一緒にできるところ

はないのかという，そういう視点を御提案という形でさせていただいた

次第です。 

 次に，財政に関して他の都市との比較ということで資料をお願いして

おりましたが，これも要はいい動きをした都市で，どういう取り組みを

なされているのかということをもう少し仔細に調査いただいて，京都も

他の都市を見習って，できることがあればどんどんやっていけばいいの

ではないかと思います。 

 また，受益者負担ということに関して言えば，常々思っております

が，市民でない訪れている方に対して提供しているものやフリーライド

の面が非常に大きいと思うので，その辺を税金という形はちょっと，昔

の古都税のことがありますから抵抗があるかもしれませんが，何とかう

まい形で受益者負担の仕組みをつくっていかないと，市民の理解も得ら

れないのではないかと思います。お寺，ホテル，レストランも含めてで

す。 

 それと，あとは市民の動きをもっと出すような，そういう施策はでき

ないかなと思います。つまりは，この前のアンケートで，京都市に住ん

でいながら，京都の名所や史跡，そういうところにこの１年間訪れたこ

とがないという人が６割にも上る。京都に住んでいながら，大阪に行っ

たり，滋賀県に行ったり，地方に行ったりと，要は経済活動が外に行っ

てしまっている。せっかくいいものがあるのに，そういう状況が今，起

こっていると思いますので，例えば市民に対しては観光のフリーパス，

ある程度お金があったらフリーパスでいろいろ回っていただけるように

するとか，もうちょっと中の経済活動を活性化させるようなものが考え

られないかということです。 

 また，住んでいる人が少ない，高齢者が多いというのが京都の特徴だ

と思います。この中でも滋賀県，宇治，亀岡に住んでいらっしゃる方が

たくさんいらっしゃると思いますが，片や東山区では，この前，載って

ましたが，空き家率が20％を超えています。家が空いているのにもかか

わらず住まない。その需給のギャップが今，問題ではないかと思いま

す。公共投資というと，上から下りてくるイメージですが，むしろリフ
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ォームを促すだとか，ある一定程度の政治的な意思は必要だと思うんで

すけれども，もっと住んでいる人，持っている人，そういう人たちが自

主的にいい方向に向かえるような規制の緩和であるとか，低利でお金を

貸し付けるであるとか，そういった間接的な投資というのも必要なので

はないかと思いました。 

  

 私は建築を専門としてますので，そういう立場での発言にさせていた

だきます。 

 ２つあります。１つは，先ほどの資料の中でも，局単位での配分とい

うことが出てましたけれども，この局単位での配分というのが非常に問

題ではないかなというような気がしております。こういう非常に逼迫し

た財政の中で，何を残して，何を切っていくのかというようなこと，あ

るいは優先順位を考えるということをオール京都市として考えていかな

ければならないと思います。各局が，それぞれの立場で，いろんなこと

を出して，声を上げて，予算を取っていく。それは非常にパーツ的な考

え方であります。町というのはパーツで構成されているのではなくて，

人間の体と同じだと思うんですけれども，総合的な見方でもっていかに

健全に活性化していくかということが非常に大事であって，いろんな意

味で，資産をマネジメントしていく上でも，オール京都市的な見方とい

うのが今必要ではないかと考えます。次への投資，前向きな投資をする

上でも，そういう考え方に立たないと，効率的に行われないのではない

かと，建築を通してそう思っております。例えば，町全体の樹木，河

川，建物，工作物，広告物，など一つの景観の管理，修繕の管理が，み

んなパーツで分かれておりまして，それは一体として，全体としてトー

タルな計画で見ることができない。予算の配分も，京都市全体として予

算の範囲があるとしたら，先ほど申しましたように，優先順位をつけ

る，何を切るのか，何を残すのかということをオール京都市として考え

ていく必要があるのではないかと思います。 

 もう１つは，やはり投資の方向性というのをきちんと見定めなければ

ならない。それは，次の世代につながる前向きな投資でなくてはならな

いと思います。先ほども公共投資の額を書かれておりましたけれども，

私は投資の金額の額だけではかるのではなくて，１円の投資で1,000円を

生むような，投資額に対する活性化のあり方，そういうどれだけのもの

を生み出すかという工夫が必要ではないかと思います。市営住宅を例に

とりましたら，市営住宅を建て直す，改造していくということに対し

て，今まででしたらそこに住む住民のための投資効果だけであり，もっ

と言うと建設業界，一利益団体のための投資効果であったと思います

が，今後は投資に対して単一的な目的ではなくて，複眼的な投資効果を
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考える必要があるのではないかと思っております。と申しますのも，昭

和40年代に建てられたコンクリートの公共の建物が，もう既にその耐用

年数が近くなってきているということを伺ってますけれども，例えばヨ

ーロッパで，木で建った５階建てぐらいのアパートがあり，200年でも

300年でも構造的にも使用的にも，小規模の改造を行いながらもってるわ

けなんです。それは，平成４年に私ども民間の建築家たちが始めた京町

家再生にも繋がります。100年以上前に建ったものに付加価値を付け生か

され，非常に価値があるものになって，京町家として知られ，京都市全

体の観光のボトムアップに貢献したということがあります。そういった

意味で，例えば今，京都市の中で「木の文化を大切にするまち・京都」

の基本構想の策定を行っていますけれども，そういう木を使うというこ

とによって，他都市に先駆けた効果のあるようなものを市営住宅の改造

だとかに使っていく。今，木造住宅で１００年寿命に対応する長期優良

住宅ということを国交省で勧めておりますが，まさに町家は長期優良住

宅の元祖のようなものであります。それは200年・300年使える上に，二

次利用，三次利用されて，つぶしたときは，最後には燃料として使われ

る。それは京都市が掲げている DO YOU KYOTO?にそぐうもので，そうい

う意味でも効果があるものであるし，公共建築物に木を使うことは非常

に複眼的な効果になっていくと思います。ただ，単一的な効果ではなく

て，そういう複眼的な効果を期待するためにも，オール京都市としての

構造改革をやって，京都全体として何を上げていくか。京都全体として

そのベクトルをどこに持っていくかが大切と考えます。京都は日本の文

化都市で観光というものに携わる人口が非常に多いと言われます。観光

にベクトルを持っていくとしたら，そういう意味でも，私たちの木の文

化のＰＴでも申し上げてますけれども，例えば京都の橋の欄干を全部木

でやる。「京都の橋はみんな欄干が，三条大橋みたいに木でできている

んですってね。」と他所の人々に言われる，そういうことがひいては京

都市のＰＲになるし，人を呼ぶことになるし，しかもそれが式年改修が

行われていて，京都の山を守っているんだと，町と山の関係を昔の形に

戻したんだというような考え方，そういう総合的なストーリーが必要だ

と思います。 

 今，松山委員がおっしゃられたとおり，都心の中の空き家とか空地そ

れから袋地というのが非常に多く未利用地として残っているわけです

ね。これが生かされ，都心に居住しやすくなれば，人が集まり新しい都

市再生，都心の活性化につながります。私は公共の役割というのは，民

間の投資力を引っ張り上げるところ，そういう意味のインフラ整備をす

るところにあると思うんです。それは法的な根拠によって生かされてい

ないというところが大いにありますから，公のすべきこと，それは本当
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に民間の投資力を引っ張り上げること，しかも１円のお金で1,000円の効

果を出すような知恵を出すことといった，投資の復元的効果の必要性を

二つ目に提案したいと思います。 

  

今、いろいろご説明頂きましたが、最も気にすべきことは、こうした

個別の議論以上に、財政再生団体、財政健全化団体に落ちるのを防ぐ必

要がある、ということだと思います。 

 とにかく、財政再生団体にはなりたくない。そうしますと、やっぱり

数値目標が要ると思います。収入がどのように想定されるのか、また支

出が今のままだとどうなっていくのか、そして、公債費がどのように増

えていくか。そのあたりを踏まえて数値目標を明確にし、公債費残高を

どういうレベルにもっていくかということが必要だと思います。 

 １つ質問がありますが、公債費残高は、どの程度が望ましいと考えて

いらっしゃるのか、これをお聞かせ頂きたいと思います。 

 もう１つの質問は、そういう立場に立ちますと、先に質問せずに申し

訳ありませんでしたが、論点の⑤で、「市民サービスの水準を可能な限

り維持するためにも」とありますが、この市民サービスの水準が維持で

きなくなることもあるのではないかと思います。 

 しかし、可能な限り維持すると言ってしまうと、もう手足が縛られる

という気がします。ですから、長期の数値目標を、どうするかが必要と

思います。その結果として、市民サービスの水準がこうなりますという

のが逆に要るのではないか、と思います。 もちろん、経費節減も必要

な数字だとは思います。 

 それから、もう１つの、議論のポイント５、公共投資のあり方の質問

の中で、市民は何を望んでいるかというアンケート調査がありました。

しかし、このアンケートのやり方ですと、必ずやってほしいという要望

が一定の割合であります。この質問形式に加えて、「あなたは削っても

いいと思うのはどれですか」とか、「減らしてもいいのはどれですか」

というようなアンケートも取り込んだらいいと思います。要するにこれ

までのアンケートのやり方ですと、市民からのプレッシャーを受ける方

向の議論ばかりになります。それに対して、これは今要らないと、我慢

しましょう、というのが出るようなアンケートにすれば、少数の人の意

見を、とりあえず我慢してもらうということの論拠にもなるのではと思

います。 

 

 ありがとうございました。 

 アンケートに関しては松山委員からも出ましたけれども，これは，こ

の会議の目的のためにやったアンケートではないので，必ずしもここで
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の目的にそぐわないようなところもあると思います。ですから，もし本

当にこういう形でやりたいのであれば，やはり一度アンケートをしてみ

るというのも一つの手だと思います。 

私も座長の立場を離れて，一委員として発言させていただきますが，

今，野間委員から，公共投資をもっと全体的な観点から考えるべきでは

ないかという御意見がありました。それは大変いい御意見だと思いま

す。公共投資に関しましては，経済学的には公共投資のストックに関す

るデータが余りないわけです。ですから，研究も余り進んでないんです

が，ここ五，六年ぐらいに内閣府とかあと研究者が個人的に求めた社会

資本ストックに関する経済分析が幾つかございます。それによると，実

は都市部では，いろんな結果がありますが，一応コンセンサスとして上

げられているのは，都市部では実は公共投資は過小である，民間投資に

比べて過小であるということです。地方部は過大であるけれども，都市

部では過小であるという結果が実は出ております。これは実は限界生産

性という，投資を投入した場合，生産額が幾らふえるかということなわ

けです。野間委員の言われた満足度とはちょっと違うわけです。これは

都道府県のデータなので，都市部でのデータはまだなくて，東大の金本

教授のホームページに都市圏データというのがありまして，そこに1995

年レベルのものがございます。それを使って私はやりましたけれども，

余りいい結果が出ておりません。都道府県データを使うと，近畿圏や東

京圏では公共投資は，実は過小であるという結果が出ているわけです。 

 それで，この公共投資を，どのように見たらいいかということに関し

ましては，やはり野間委員の言われたことは，一つのヒントになるので

はないかと思います。ちょっと手前みそになりますけども，「都市計

画」という雑誌の今年の１月号で私が少し書いておりますが，全国的な

アンケート調査をしまして，「あなたはそこに住んでて満足ですか，ど

うですか」と，満足度について５段階評価で聞いております。そのデー

タが大体8,000件ぐらい集まっています。答えた方々が住んでいる都道府

県のデータと，都道府県レベルでの社会資本ストックのデータをマッチ

ングして，社会資本ストックが満足度にどういう影響を及ぼしているか

というのを分析できます。意外な結果ですが，社会資本ストックの変化

は，満足度に余り影響を及ぼしてないということが出てきております。

この研究は，私しかまだ今はやっていませんが，今後これからこういう

結果が出てくることもあるかと思います。そうすると，やはり公共投資

を増やすにしろ減らすにしろ，分野別のことも考えなければいけないわ

けです。やはり野間委員の言われたように，公共投資に関する意識調査

をどうやってやるか，結構難しいと思いますが，例えば公共投資を増や

すことに満足をどれくらい感じるかとか，それは後で出てくる民生費だ
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とか，そういったいろんなサービスの関連で見なければいけないと思い

ます。そうすると，今までの従来の都道府県レベルでやられていた限界

生産性のような形で分析するというのは，なかなか資料の整理というの

で非常に難しいので，一つの解決方法として，アンケート調査をある程

度やってみて，それで市民の公共投資に関する意識をそこから探ってい

くということが，一つのやり方ではないかという気がします。この数字

が高い低いとかという形でいくと，これは後で出てきますが，人件費は

京都市は結構高いわけです。そういう形でやっていくと，人件費はもっ

と削れという話が当然出てくるわけです。しかし，京都市も相当削って

きて，もう絞りきれないレベルまできているわけです。そうすると，そ

こをブレークスルーするには，市民の意識調査を見て，そこから方針を

決めていくというのも一つのやり方ではないかという気がいたします。 

 それからもう１点，神戸市は市債残高が急激に減っておりますが，こ

れは経済ニュースやブルームバーグのニュースでも取り上げられまし

た。私も若干感じていることもあるんですが，市長のリーダーシップが

かなり強かったというふうに伺っています。やはり，神戸市全体として

も，市債残高を減少させなければ，大変なことになるという危機感がか

なり市長を始めとして，役所全体に広がっておったわけです。それがこ

ういう形で出ておるわけです。ちょうど16年あたりから，神戸市は事業

評価システムを始めております。そういう形で，一気に市債残高を減少

させたというやに伺っております。参考になれば使っていただければと

いうふうに思っております。 

 それと，あと位高委員から出ましたことと関連いたしますが，当然や

はり財政再生団体になることは何としても避けなければいけないことな

わけです。そうすると，私もそうなんですが，今数値目標を立てるにし

ても，今後このまま行けば，この前扶助費の関係で出てましたけれど

も，全体としてプライマリーバランスあるいは財政赤字，市債残高が今

後どうなっていくのか，そういうシミュレーションを出していただかな

いと，踏み込んだこともできないような気がします。ですから，結構大

変な作業になると思いますが，できれば何らかの形で，そういう財政シ

ミュレーションをやっていただきたいと思います。 

 

 そうですね。そのシュミレーションというか、そういう全体像がいろ

んな意味で次にやるときの説得力になると思います。 

 質問ですけれども、神戸市は目標5,000億という数字が各委員からの質

問の資料16ページに出てました。この5,000億というのは、どのような根

拠から出てきたのですか。 
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すみません。申しわけございませんが，把握できておりません。 

 それとあと，先ほど座長からもお話がありましたように，震災復興の

ための市債が相当膨らんでいたので，そこの解消というのも非常に大き

な課題に前からなっておったわけです。 

 

 しかし、なぜ5,000億だったのですか。 

 

 また，調査を入れてみたいと思います。 

 

 今回の議論は，公共投資の規模をどう考えるのか，あるいは分野ごと

の今後の公共投資をどう考えるのか，公共投資関連予算の意思決定プロ

セスをどう考えるのかということで，議論のポイントを事前にいただき

ました。それで，私からはそのポイントを議論するための資料を要求さ

せていただきました。まず，公共投資の規模ということで，お話があり

ましたように，市全体としての目標値，今，位髙委員がおっしゃったよ

うに，それを決定するに当たって，まず今回の公共投資という観点から

いけば，公共投資をどれだけの規模に抑えていけばいいのかということ

があります。また別に議論する扶助費とか，社会福祉とか，そちらのほ

うは，国との関係もございますので，市としてある程度コントロールし

ながらやれる内容ということで，公共投資の規模をどう考えていくのか

というのは非常に大事かなということで，まさにおっしゃった数値目標

を考えるために今回この資料を出していただきました。 

 一般に言われているプライマリーバランスでは，現在，市としては黒

字化しているけれど，私が依頼した資料を見ていただくと，元金ベース

では黒字化していないわけです。特に６ページ目を見ていただくと，平

成19年・20年というのは，償還額以上に市債を発行されておられるわけ

です。ですから，本当にこれでいいのかというのが，この資料を見て，

非常に危機感を覚えたところです。さらに８ページ目に，京都市の生産

者年齢が今後10年で非常に減っていくという，本当に客観的な事実があ

るわけです。それを踏まえて，どういう目標設定をすればよいのか，こ

の資料を見させていただくと，まさにここの８ページ目に出ている，生

産年齢人口１人当たりの市債残高を今後増加させないという目標が要る

のではないかと思います。 

今の償還金が550億から600億ということですが，その償還額の枠内で

市債を発行して公共投資を行っていたのでは，元金は一生減らないわけ

ですね。生産者年齢人口１人当たりの市債残高を増加させないために

は，さらに今後10年間で500億ぐらいを減らさなければならない。つまり

毎年50億ぐらいを実際に償還している金額よりも多く減らしていくとい
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うことになります。ということは，今，かつかつでやっている予算か

ら，さらに毎年50億予算を減らすということです。そのために公共投資

をどう減らすのかを考えていかなければなりません。公共投資自体に優

先順位をつけて，本当に必要なものかを決めなければならないと考えら

れると思います。 

 それで，次の資料で，それでは，社会資本整備をどうすればよいのか

ということです。今ここにありますように，車の保有台数が減ったりと

か，あるいは道路の補修も，17年が１万件だったのが，20年で２万6,000

件と２倍になっているというような資料を見させていただくと，本当に

このまま道路を都市計画決定がされているからといって，整備していっ

ていいのかどうかとか，あるいはもっと違う，先ほどいろんな各局から

施設整備のあり方が出ていますが，アセットマネジメントの観点から

は，施設補修の費用がものすごくかかるということになっています。そ

うすると，ほっておいてもその費用はものすごくかかる。その財源を確

保しなけなければならないにも関わらず，さらにそこをトータル枠とし

て目標値として50億減らすということをしようとすれば，本当に，公共

投資の在り方を根本的に考えなければならないのではないかということ

です。それで２番目の論点の分野ごとの今後の公共投資をどう考えるの

かという点をきちんと議論していかなければならないと思います。 

 ただ，そのときに，先ほど野間委員も言われていましたように，各局

ごとに中長期計画のもとに要求するのではなく，大きい観点で優先順位

付けを行うための予算編成の仕組みを考える必要があると思います。17

ページに今の公共投資の予算編成について，一般会計は主として事業所

管局が配分された予算枠内で予算を編成し，中長期に基づく継続費用の

年次計画分をやっていく，政策的経費はどうしても新規事業が中心にな

っていく，公営企業は５年計画をもとにやっていくということが書いて

あります。先ほど局から出ていた資料には，道路の施設整備のあり方が

出ておりますが，建設局の33ページには，幹線道路の整備が遅れている

と，まだ今でも書かれておりますし，国道・府道の改良率は62％で，都

市計画道路の整備率はまだ69％で，政令市の都市で平均を下回るという

ことで，非常に必要だということをやはり建設局は言われると思いま

す。しかし，本当に交通需要の減少や車が減ったりという様々な状況の

中で，都市計画道路というもの自体がいつのときに立てた都市計画道路

であって，今から10年間の都市計画を考えた時に，この都市計画道路の

整備率をアップさせるために公共投資を考えなければならないのかとい

うと，そうではないのではないか。逆にもっと維持管理に予算を配分し

ていく必要があり，過去に立てた中期計画自体も各局で見直しをする必

要があるのではないかと思います。その上で，分野ごとという時に，道
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路とかあるいは先ほどおっしゃった市営住宅も資料がありましたが，昭

和の時代に建てた，当時需要があったから建てた市営住宅をそのまま維

持管理する必要性について，今の少子化，人口減少の中で，市営住宅の

あり方そのものをきちんと考えて整備を考えなければ，本題に切り込め

ないと思います。だから，そういう意味では分野ごとの今後の公共投資

という場合は，先ほど野間さんがおっしゃったように，複眼的な視野で

公共投資を，市全体のオール京都市として公共投資を考えていく。もう

各局のそれぞれの要求を査定するという発想ではなくて，やはり本当に

市民のニーズあるいは今後の10年を見通して行う必要があると思いま

す。 

 今，ちょうど基本計画の策定中で，松山委員，平井委員は基本計画の

策定委員会の委員をされており，その中でいろんな議論をされておられ

ます。京都市の将来のあり方を考えたときに，今から10年間，公共投資

をどの部分に重点を置いていくかということについては，基本計画の策

定委員会の意見も反映しながら，ぜひ分野ごとの公共投資の予算を策定

する仕組みを考えてもらいたいと思います。 

 そういう意味で，今回の公共投資のあり方というテーマで，公共投資

関連予算の意思決定プロセスを考えるに当たっては，従来の中期計画に

こだわらずに，本当に重要なものから優先的に行い，さらには50億を毎

年減らして，先ほどの神戸市あるいは横浜市のように，市債残高自体を

減らす仕組みが必要だと思います。１人当たりの市債はもうこれ以上増

やさない，「１人当たり」です。だから，市債総額ではなくて，少子化

を考えた時に，１人当たりの市債をもうこれ以上増やさないというよう

な目標が今回の有識者会議では必要ではないかと，私は今回の資料を見

させていただいて思いました。特に，金利等についてですが，この先10

年をにらんだ時の金利リスクというのは，民間企業の投資，中長期計画

の中ではすごく考えているんですね。今は，金利が低いからまだいいで

すが，市債の金利部分というのは，将来の大きな不確定要素ですから，

よほどこれをきちんと考え，民間企業並みに中期計画で考える必要があ

ります。いかに負債を減らすか，そういう発想で公共投資を考えていた

だきたいと思いました。 

 あともう１点。私は政策評価委員会に入っていまして，先ほどからア

ンケートのことが出ておりますが，どうしてもアンケートというのは答

える方の恣意性なりが出てきます。やはり，お年寄りの方が答えると，

どうしてもその方々に関する施策が優先になってしまいます。それが本

当に市民の声かというと，なかなかそうではない。だから，アンケート

をして市民のニーズをとらえて，今言いました公共投資にしても社会福

祉にしてもやっていくのはものすごく大事なんですが，やり方がすごく
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難しいと思います。一つのやり方として，政策評価委員会では，市民生

活実感調査というのをやっておりますが，それは一定無作為で選んだ方

に，なるべくその方がきちんと回答できるように，工夫をして，統計的

な手法を使って政策評価のランクづけをしたりしております。そういう

意味では，調査票の回収した結果がきちんと統計的に集計できるよう

な，ある程度恣意性が入らないような形でやっています。回収率も

42.4％ということで，通常の調査に対する回収率より非常に高いやり方

です。それをもとにして，今，政策評価を京都市はやっておられる部分

があります。そういう意味では，今後更に突っ込んだ市民の意識調査を

大々的にやり，それを税金の使途の決定に使っていくのであれば，デー

タがちゃんと信頼できて，検証できる仕組みが入らなければならず，ア

ンケートの使い方は非常に難しいというふうに感じています。以上で

す。 

 

 今の横井委員の発言に関連してですが，市債残高を増加させないとい

うのは，先ほどからの次の世代につながる投資の方向性として大きなテ

ーマだと思います。ちなみに，ＮＨＫがデジタルへの投資が莫大であっ

たために，３カ年計画で，老朽化した，建替えを必要とされている会館

の建て替えを一切行わない。デジタル化の投資に絞ることを決定して，

今実行中です。30年代に建った建物もあり，建て替えの必要性は大なの

ですが，健全な運営を考えるうえで，まずデジタル化ということを優先

させて，停止しております。 

 そのくらいの荒治療をして，市債の残高を増加させないということが

何より必要だと思います。経費の中で，例えば家計を，食べる，寝る，

着る，病気を治す，など生存に関わるぎりぎりの経費を必要経費とし，

それ以外のプラス分は欲望経費という部分に分けてる方がおられます。

そのプラス分が収入に対して増大していないかをいつもチェックすると

いう，それは非常に賢い分け方だと思います。この京都市の予算の中で

も，やはり道路や橋の整備にしても，今どうしても命にかかわるような

やらなければならないことと，それから言えばプラスの欲望経費という

ものに分けて，徹底的に分析していく必要があるんではないかと思いま

した。 

 

 公共投資について，確かに言われるように，今の中長期計画を見直す

ということは必要だと思います。ただ，野間委員が依頼された資料の，

現在の投資事業の計画の中で，例えば，条例によってこの金額になって

いる部分があるのかないのか。条例を変えれば，もっと額が低くなるの

ではないか，そういう部分がもしあれば，教えていただきたいと思いま



 - 28 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別府財政課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

す。 

 それともう一つは，今後の公共投資についてですが，今までは公共投

資は現在住んでいる市民の生活に関わる部分に着目していた感がありま

すが，京都という都市の特性から考えると，観光の方がたくさん入って

来られます。しかし，人口が減っていくという見方からすると，住んで

もらうための公共投資をどうやっていくのかという部分は何かないのか

なと思います。例えば，一つは市営住宅の関係ですけれども，市営住宅

に入りたい方の倍率は高いというような話を聞いています。例えば，そ

れも一つは公共投資としては必要なのかなと思います。要は，京都市に

住民票を移していただく，移していただくと税収が入ります。公共投資

という部分だけではなく，もっと全体を見て，歳入という部分にも着目

して，少し公共投資の考え方，見方を変えてはどうかと思います。 

 また，アンケートが先ほどから出ておりますが，このアンケートが実

施された時期はいつだったのかと思います。と言いますのは，21年４月

の抜粋となっておりますが，その前年に金融経済の激変があったわけで

すので，その前のアンケートなのか，それともその後のアンケートなの

か。それによって，生活環境というのは大分変わってくると思いますの

で，わかれば教えていただきたいと思います。 

 

 まず，アンケートの件で，先ほどから何人かの委員から御質問いただ

いております。アンケートの調査期間は平成20年11月14日から12月１日

の期間でございます。 

 それから，あわせまして何点かこの件で御質問をいただいております

ので，対象の年齢構成を比率で見ますと，回答の中で一番多かったもの

は60歳代の方が21.4％で，70歳以上の方が20％，50歳代が16.5％，40代

14％，30代15％ということで，御高齢の方の回答率が，松山委員がおっ

しゃってたように，少し高かったということであります。 

 また，アンケートの詳細は整理をして報告をさせていただきたいと思

います。 

 それからもう一つは，長期計画事業，債務負担行為の中で，条例によ

る規定等と事業費との関係，いわゆる施行内容等に縛りがあるかという

ことかと思いますけれども，むしろ条例と言うよりも，法令の規定にか

かわる部分が，公共事業には結構ございます。例えば，規定の中でも道

路事業なんかもあるんですが，これは国のほうで定められております道

路構造令という，道路の幅員ですとかアスファルト厚ですとか，通行に

支障がないようなかなり細かな構造の規定等がございます。そういった

規定に沿う形の規格のものをつくるということがございますので，そう

いった法令や国等の通達，もちろん一部条例上のものもございますけれ
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ども，そういったものは中にはございます。ただ，これも参考でござい

ますけれども，今申し上げました道路構造令のような，これは国から地

方への義務づけなり枠組みを縛っているものということですけれども，

地域主権の中でそういったものもできるだけ地方の裁量に任せていく

と，全体の方向としては出ているところでございます。 

 

 横井委員から政策評価でアンケートをやっているという話がありまし

たが，その中で，公共投資関連とかいろんなアンケートを取っていると

思いますが，公共投資に関してどのように思っているかとか，そういう

アンケートの結果を出せますか。あるのであれば，使っていくべきだと

思います。 

 

 直接的な質問ということではありませんが，移動のしやすさとか関連

質問は幾つかございます。関連すると思われるものを整理して，お届け

をさせていただきたいと思います。 

 

 政策評価のアンケートは，どちらかと言えば，今までよりも，その政

策を実施したことによって市民の生活実感がよくなりましたか，どうで

すかというような聞き方です。その政策が有効かどうかということを評

価するための政策評価委員会では，単純に自分たちの各部局の政策によ

る目標を設定して，その目標を達成した達成率だけではなく，局がその

施策を有効であると主張していたとしても，市民が本当にそう思ってい

るかどうかという，その両方で評価しようというのが今の京都市の政策

評価のアンケートの使い方です。これには市民の実感が入っており，非

常にユニークです。私はいろいろな意味からいけば，いいやり方をやっ

ておられるとは思います。しかし，その生活実感調査をどうとらえるか

とか，それを答えている方の属性がどうなのかとか，難しい面もありま

す。それと，政策目標が数値の目標ですから，それによってＡ・Ｂ・Ｃ

をつけるようなことを，常に試行錯誤しながら，矛盾がないかどうかを

見ながら今やられておられます。特に公共投資については，利害がいろ

いろなところであるので，本当に難しい。例えば，全体の安全という意

味からいけば，やらないといけない施策があるわけですが，それがアン

ケート結果で出てくるかと言えば，実際被害に遭った人は，その施策の

必要性を高く評価しますが，遭わない人はそれほどは思わない，やはり

どうしても目先のことに目がいきます。そういう意味では，先生おっし

ゃったように，公共投資と満足度の関係というのは，本当は政策として

は実現していかなければなりませんが，非常に難しいのではないかと思

います。 
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 データ収集，分析にはいろいろな手法があるので，また検討いただけ

ればと思います。 

 それから，質問ですが，今，市債残高が非常に問題になっています

が，京都市としてそれに対応するストックはどれくらいあるのか。借金

はもう大体全部で２兆円ぐらいと聞いていますが，他方で，全部ストッ

クを計算したらどれぐらいあるのか。その辺は，貸借対照表を作られて

いると思います。 

 

今，作成中でございまして，普通会計ベースがほぼでき上がったとこ

ろですので，整理ができましたら，おっしゃったように，公会計ベース

の貸借対照表，分野別も含めてお出しできると思います。 

 

 市債残高についての一つの参考にですが，例えば資料の中に，基金で

公債償還基金というのがあります。これは，発行してきた市債につい

て，償還のための元金と利子をきちんと積み立てているかどうかを示す

ものです。 

 

 そうではなくて，ストックとして建物とか，あと預貯金だとか，そう

いう意味です。 

 あと，それから元金ベースでのプライマリーバランスというのを採用

するかどうかという話ですが，これは財政的に維持可能であるというこ

との定義があるわけですよね。例えば，最近ではボーンさんが提唱した

「ボーン検定」というのがあります。井堀先生が編集されたと思います

が，「日本の財政赤字」という本の中で，国ベースでも書いてますし，

地方ベースでもどなたかが確かやっています。これはまさにプライマリ

ーバランスを黒にするというのが財政維持可能の条件です。細かなとこ

ろは全部省略しますが，元金ベースでプライマリーバランスを黒にする

ということは，非常にきつい条件です。それを満たせば，必ずボーン検

定，普通のプライマリーバランスは満たします。ですから，普通のプラ

イマリーバランスのフローのプライマリーバランスの十分条件がその元

金ベースのプライマリーバランスの黒なんです。ですから，非常にきつ

いんです。そこまでやる必要はなくて，フローでのプライマリーバラン

スの黒を毎年達成していけば，必ず残高は減ります。今は利子が多いの

で，利子の支払いで元金は減りませんが，これを永久に続けていけば，

必ず残高は減っていきます。そのうちに全部必ずゼロになります。 

 ですから，私が先ほどの位髙委員の言葉を受けてお話ししましたが，

長期的な数字を出してほしい。これはフローでも必ず10年20年のスパン
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でいくと，フローでのプライマリーバランスも赤になります，このまま

いくと，私の計算ですと，ここに書いてあるプライマリーバランスとは

違う定義で，普通のプライマリーバランスの定義で計算したとしても，

赤になっていく年が何年かございます。ですから，普通のプライマリー

バランスでも，このままいくとちょっとかなりきついことになるんで

す。ですから，そういう意味で，長期的なデータを出していただけれ

ば，もう少しやはり何とかしなければいけないという危機感が共有され

るのではないかと思います。ですから，ぜひ財政シミュレーションを出

していただきたいと思います。 

 それから，野間委員と横井委員から出た意思決定のあり方です。やは

りこれも大変重要だと思います。国では消費者庁ができて，消費者に関

するものは横断的になります。ですから，社会資本局のような組織を作

って，社会資本に関するものはそこで横断的にやるような，何かそうい

うふうなことも考えてもいいのではないかと思います。これは横井委員

と野間委員からの発想です。 

 時間があと10分ぐらいしありませんが，皆さん，熱心に公共投資の議

論をされていたので，実は受益者負担のほうはまだ余り話ができており

ません。あと10分ほどございますので，受益者負担のほうに関しまして

も何かございましたら，御意見をお願いします。 

 

 受益者負担については，サービスを受けたらそれに見合った負担をす

るというのが基本だと思いますが，やはり提供されるサービスと質との

関連があって，例えばスポーツ施設でも，利用時間について，一般の人

が利用できるように夜間も利用できるようにするとか，そういうきちん

としたサービスをやった上で，きちんと利用料を払っていただくという

形でやっていかなければ，額の設定だけの議論では，市民に対するサー

ビスにこたえるということにはならないのではないかと思います。 

 それと，先ほど発言できませんしたが，財政再生団体になってはいけ

ないと思うので，公共投資の規模をどの程度にするかというのは，議論

していくと出てくるものだとは思います。ただ，投資をする方法につい

て，最低限のところというのは，市民の声として出てこないので，そう

いう出てこない声のところをきちんと行政は拾わなければならないと思

います。一般の市民が日々の生活の安全のためとか，必要最小限，最低

限の行政サービスを受けているということは声として出てこないので，

そこを声として出てこないから切ってもいいという考えではいけないと

思うので，そこをきちんと行政が見極めていかなければいけないと思い

ます。 

 それと，公共投資をする場合も，本当に市営住宅を建てかえなければ
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いけないのであれば，建て替える時に，今までのような機械的な建て替

えではなくて，京都市は今本当に何をどう大切にするのかという観点を

持つべきだと思います。例えば，今は，市営住宅の建て方がその町で孤

立したような形になっていると思いますので，そういう建て方ではなく

て，町づくり全体として考えたうえでの建て方でなければいけないと思

います。 

 また，学校の問題についても，子供たちの安全のために耐震化の構造

にしていただくことは必要だと思いますが，父兄から見れば，学校のト

イレが汚いとか，子供たちの子育ての必須のところが，本当は希望とし

てあるわけなんですね。ですから，額が少なくてもどこに重点を置くか

が問題であり，本当に最低限のものだけを建てればいいというような公

共投資のあり方というのは，学校の建物を見ても，一定の規格の人に最

低限のものを建てかえているという形でしかないと思います。しかし，

例えば子育てを重視するのであれば，建てかえる際に，限られたお金の

中で行うとしても，子供たちにどういうものを私たちが与えたいか，ど

ういう環境を整えたいかという観点から進めていただきたいと思いま

す。 

 また，高齢化に対応した施設整備は，数字的に段階的に整えられると

ころはあると思いますが，例えば子育て支援は，保育所の整備でも，保

育所に行く年齢というのは学齢期まで６年間なんですね。その間に，き

ちんと整備していただかなければ，子育て層が京都市内に住んで，共働

きをして，税金を払っていただける層にはならないので，そういう層に

きちんとサービスをして住んでいただくとか，それから働いて税金を払

ってもらうとか，今しなければいけない整備というのもあると思いま

す。例えば子育て支援にしても，今やらなければ，京都市の子育て世帯

に住んでもらえない，そういう京都市になってしまうと思いますので，

いつどういう投資をすべきかということも順番として考えていただきた

いなと思います。 

 

 受益者負担の件は，松山委員の御意見に大賛成です。京都という町は

京都市民だけのものではなくて，日本人共有の財産だと認識しておりま

すし，美しい京都づくりというのは，日本人の多くが望むところと思い

ます。例えば，温泉へ行ったら入湯税というのがあるように，やはり仮

称・京都税のようなもので，それを美しい京都づくりに使うのであれ

ば，日本の国民のコンセンサスを得られるのではないかと思います。日

本の景観だけではなく日本の暮らしというものが京都には残っておりま

す。それらを継承していくことは，この町の責務と思います。それはも

う京都市民だけではなくて日本の国民全体に京都という町に対してお考
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えいただきたいと思います。 

 

 料金は，市民と市民以外の方というのを区別しているような料金設定

というのはございますか。 

 

 幾つかございます。 

 

 例えばどれですか。 

 

 ここに上がっている中ではないかと思います。 

 例えば学校関係でしたら，入学手数料の関係ですとか。芸術大学を持

っておりますけれども，そちらの入学・授業料の関係です。 

それから，例えばお亡くなりになったときの中央斎場の料金です。基本

的には市内の方向けの施設ですけども，市外の方にも御利用いただいた

り，あるいは御利用いただくに当たって，京都に実家等があるとか，そ

ういう基本的な性格を持つ施設については，市内・市外少し差をつけて

おります。中にはございます。 

 

 42ページのところでは，特に使用料については，京都市さんの場合目

標を決められてやっておられますが，次の43ページの管理運営費の費用

というのは，確か，減価償却なども含めた形で，直接コストだけではな

く，施設の維持管理あるいは償却コストといったフルコストを調べた上

で，それに対しての使用料収入を考えておられるということで，そうい

う意味では，今も，ある意味，資産を考えた形にはなっているのではな

いかと思います。 

 その中で駐車場は，逆に使用料以上になっておりますが，逆に駐車場

自体の設置場所とかあるいはその役割とか，そういうことを考えると，

先ほどの話，逆にもっとマイカーを規制するとか，いろいろなことから

考えれば，駐車場に対しては，さらにもっと京都市として，車を使うこ

とに関する税金をさらに上乗せして，できるだけ歩くなり電車を使うよ

うにするようなことも一つ考えられると思います。経済効果というのは

また別に考えなければなりませんが，新たな財源としては必要なのかな

と思います。これだけいい場所で，なおかつ使われるということですか

ら，それだけ利用価値があるということです。京都市の中で一番観光ス

ポットに今，駐車場はありますので，利用されるに当たっては，こうい

う使用料という形でとられてもいいと思うし，一つの税金的な形という

のも考えられると思います。 
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４ 閉会 

伊多波座長 

 

 

 

 

 

 

 

髙城財政部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

由木副市長 

 

 

 

 

 

 

髙城財政部長 

ありがとうございます。 

 時間のほうも大体来ましたようで，活発な御議論をいただいて，大変

良かったのではないかなというように思います。 

 まだ，御意見がおありかと思うんですが，時間の関係がございますの

で，一応本日の議事はこれでおしまいということにさせていただきたい

と思います。 

 それでは，京都市から何かございますか。 

 

 それでは，少し事務的な御連絡をさせていただきます。 

 この会議でございますけれども，今後の開催予定でございますが，今

回３回目で少し間があきましたけれども，おおむね月１回のペースで開

催をしたいと考えてございます。次回は５月下旬を予定いたしておりま

す。席上に，日程調整のために皆さんの御予定を記入いただく用紙を配

付させていただいておりますので，御記入をいただきまして，よろしけ

れば，本日事務局の職員にお渡しいただきますよう，また，後日ファク

スで事務局に御送付をしていただくような形でも結構でございます。次

回，日程調整につきまして，よろしくお願いを申し上げます。 

 それでは，最後に副市長から一言ごあいさつを申し上げます。 

 

本当にありがとうございました。 

 たくさん意見をいただきましたので，一つ一ついただいた意見をきち

んと受けとめて，また次回以降も，資料を提出させていただいたり，議

論をさせていただきたいと思います。 

今後とも，どうぞよろしくお願いいたします。きょうはありがとうご

ざいました。 

 

 本日は，長時間にわたりまして，御議論どうもありがとうございまし

た。これで第３回京都市財政改革有識者会議を終了させていただきま

す。どうもありがとうございました。 

 


